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問問２２．．影影響響のの大大ききささははいいかかががでですすかか。。 

【問 1】 総総合合では、「特に影響はない」（42.6％）が最も高く、4 割を超えた。「マイナスの影響（既にマ

イナスの影響がある、今後、マイナスの影響がある）」（29.5％）が 3 割弱となった。 

業業種種別別では、「特に影響はない」で「不動産業」（56.8％）が最も高く、5 割を超えた。「マイナ

スの影響（既にマイナスの影響がある、今後、マイナスの影響がある）」で「製造業」（39.1％）が

3 割を超えた。 

【問 2】 総総合合では、「わからない」（42.8％）が最も高く、4割を超えた。「収益が大きく減少する」（31.6％）

が 3割を超えた。 

業業種種別別では、「わからない」で「卸売業」（64.3％）が最も高く、6 割を超えた。「収益が大きく

減少する」で「サービス業」（42.1％）が 4割を超えた。 

 

 

問問１１．．トトラランンププ関関税税のの影影響響ははあありりまますすかか。。 

 
 
調査期間：2025 年 9 月上旬 （岐阜県地区、愛知県地区を合算（回答数：467 社）して表示しています。） 

 
米米国国関関税税措措置置（（トトラランンププ関関税税））のの事事業業へへのの影影響響とと対対応応ににつついいてておお尋尋ねねししままししたた。。            [単位：％] 
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

［ 総 合 ］ 

［ 総 合 ］ ［ 業 種 別 ］ 

マイナスの影響 
29.5 

≪特別調査≫         米国関税措置（トランプ関税）の事業への影響と対応について 

［ 業 種 別 ］ 

マイナスの影響 
39.1 
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問問４４．．トトラランンププ関関税税へへのの対対応応でで実実施施ああるるいいはは実実施施予予定定のの施施策策はは何何でですすかか。。（（最最大大 55 つつままでで複複数数回回答答可可）） 

問問３３．．自自社社へへのの影影響響がが沈沈静静化化すするるののははいいつつ頃頃だだととおお考考ええでですすかか。。  
 

【問 3】 総総合合では、「わからない」（47.7％）が最も

高く、4 割を超えた。「1～2 年後」（20.6％）

が 2割を超えた。 

業業種種別別では、「わからない」で「建設業」

（62.9％）が最も高く、6 割を超えた。「1～2

年後」で「卸売業」（40.0％）が 4 割となった。 

【問 4】 総総合合では、「特になし」（62.9％）が最も高く、6割を超えた。次いで「商品・サービスへの価格

転嫁」（20.8％）、「取引先の拡大・分散」（19.2％）となった。 

 業業種種別別では、「特になし」で「不動産業」（76.5％）が最も高く、7 割を超えた。「商品・サービ

スへの価格転嫁」で「卸売業」（25.5％）、「製造業」（25.3％）、「サービス業」（22.9％）で 2 割を

超えた。「取引先の拡大・分散」で「製造業」（26.0％）、卸売業（23.5％）で 2 割を超えた。 

総合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
14.8 18.0 13.3 23.5 15.8 5.7 12.5
20.6 18.0 40.0 5.9 31.6 14.3 37.5
15.5 23.0 0.0 11.8 5.3 14.3 25.0
1.3 1.6 0.0 0.0 0.0 2.9 0.0

47.7 39.3 46.7 58.8 47.4 62.9 25.0

1年以内
1～2年後
3～4年後
5年以上先
わからない

[業種別]

注） ：1番目の項目 ：2番目の項目

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

［ 総 合 ］ 

］ 

［ 総 合 ］ 

総合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
20.8 25.3 25.5 19.3 22.9 14.1 8.8
19.2 26.0 23.5 7.0 17.1 16.5 14.7
6.0 2.7 2.0 3.5 4.3 16.5 8.8
4.7 6.0 2.0 3.5 8.6 2.4 2.9
4.7 4.0 3.9 1.8 4.3 8.2 5.9
4.3 8.0 3.9 3.5 1.4 2.4 0.0
4.3 6.7 3.9 1.8 2.9 4.7 0.0
3.6 5.3 0.0 3.5 0.0 5.9 2.9
3.6 6.7 2.0 3.5 1.4 2.4 0.0
3.4 3.3 2.0 7.0 1.4 4.7 0.0
1.6 2.0 2.0 0.0 2.9 1.2 0.0
1.1 2.0 2.0 1.8 0.0 0.0 0.0
0.7 0.7 2.0 0.0 0.0 1.2 0.0

62.9 58.0 60.8 66.7 67.1 61.2 76.5

人員採用の見送りまたは縮小
ＤＸやＡＩを使った生産性向上

事業部門の一部を閉鎖または縮小し人員削減

賃上げを取りやめまたは減額

想定為替レートを見直す
その他
特になし

金融機関からの借入増加または減少
公的支援制度を活用

保有原材料、仕掛品、在庫品の削減
設備投資、拠点開設を取りやめまたは規模縮小

[業種別]
商品・サービスへの価格転嫁

取引先の拡大・分散
仕入先への値下げ要請

注） ：1番目の項目 ：2番目の項目


